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第 4章 ドッジ・ラインと大蔵省

ドッジ ・ラインとして特徴づけられる一連の施策は，

インフレ的に発展していたわが国の経済復興体制を，

安定体制に切り 替え，その後の経済発展の基礎作りを

した ものであるO 施策の中心は，財政収支の総合的な

安定の実施と単一為替 レートの設定である。 この施策

実施についてとられた特徴の一つに，アメリカの対日

援助物資について援助の資金管理の明確化があっtc.o

ドッジ ・ラインによ って，わが国の占領管理はかえっ

て，強化された。

ドッジ公使の来日による具体的施策実施の前に，司

令部による賃金3原則，経済安定9原則の指示がある。

それよ り前，23年 7月には経済10原則の内示があっ

て， 内閣も一応それに従う ような手続はと ったが，そ

の実施について積極性を欠き，司令部も強い監督指示

をしなかった。しかし， 11月の賃金3原則〈赤字融資不

可， 赤字補給金不可，価格引上否認〉で‘は経済安定への強

い指示があり， 続いて ドッジ公使の来日が知らされた

12月に，より 広範囲の内容の経済安定9原則が出て，

吉田内閣はその実施を義務づけられたo 9原則は単な

る勧告， 指示ではなく， 命令であった。(1)予算の均衡

(経費節減)，(2)徴税の強化促進，(3)信用拡張の制限(復

興に必要の最小限に限定)， (4)賃金の安定，(5)物価統制

の強化，(6)外国為替統制の強化，(7)資材割当によ る輸

出増加策の実施，(8)重要国産原料，工業製品の増加促

進，(9)食糧集荷の促進の 9項目にわたり ，いずれも経

済安定についての基本条件であったが，政府としては，

この命令の受入れについて多くの問題をかかえ て い
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た。問題の基本は，この 9原則の方向と政府与党であ

る自由党の方針とが大きくく い違っていたことにあっ

たo 9原則指示の 5日後に衆議院は解散され， 総選挙

が行なわれる ことになったが，自由党は自由経済の実

施を基本政策 として打ち出して，9原則の統制強化の

方向とは性格を異にしていた。したがって ，9原則実

施についての解釈が，政府部内でも多様であった。

自由党は総選挙で絶対多数の議席を獲得 して，安定

政権の基礎を固めたが，その自由経済政策が経済安定

9原則と相し、し、れないものであったために，具体的な

政策実施について， 政府は司令部との折衝に立往生す

ることが しばしばあった。また，政府の 9原則の解釈

の程度についてもしばしばくい違いがあって，施策の

決定が遅れた。結局，予算案は大きく変更し， 復金の

活動は停止 し， 大幅な行政整理が実施され，対日援助

資金の活用が遅らされ，経済は半恐慌状態になったO

単一為替レート の設定も予想外に早く実施された。こ

の結果，とにかくインフレは収束した。政府の計画 し

ていた中間安定方式に対比すれば， それは一挙安定方

式であった。そして，この安定政策を完成させるため

の手がし、 くつか加え られた。輸出促進，財政収入確保，

金融政策体制整備等のために外国為替管理委員会，国

税庁の設置，シャウ プ税制調査団の来日，日本銀行政

策委員会の設置等が実行されたのがそれである O ドッ

ジ ・ライン実施についての個々の具体的問題について，

さらに説明を加えることにしよ う。

m 4 Ì~i: ド.ッジ・ラインと大蔵省

第 1節 ドッジ・ラインと財政政策の転換

ドッジ ・ラインの端的な性格は，24年度予算に示

れている。予算の中には価格調整担があり(物価政策と

の関連で後に削減される)， また米国対日援助見返資金

特別会計の設置による援助資金の管理という注目すべ

き事項があるが，これらは後述にゆずって，ここでは

予算の基本問題について記しておくことにする O

予算案決定経過をみよう。 23年度予算が成立したの

が6月末であったこともあって， 24年度予算編成の手

，続は遅れていたが，予算編成当局の事務段階と しては

応のメ ド、をたてて作業を進め， 6月決定の物価体系

(戦前の 110倍水準〉と公務員給与 3，791円平均をもと

に， 11月ごろには，約 4，600億円の予算規模を算定し

ていたo 11月に人事院から 6，307円の給与勧告が出

て，それをどの ように予算に組み入れるかで， 12月に

は，第 1次見通しとして二つの試算が算定された。一

案は大蔵省で検討した 5，330円ベースによるもので，

歳出 4，854億円 (歳入不足76億円)，他の案は勧告案ベ

ースによる5，920億円(載入不足 1，040億円〉であった。

給与改定に伴う補正予算のかけひきで，給与ベースは

勧告どおりの 6，307円に決まったが，予算編成の手続

は遅れて，24年にはいってから，ょうやく各省の経費

要求を求める状況であった。この時期での第2次の見

通しでは，物価上昇が強く響いて，歳出 7，068億円と

なり，歳入は 6，034億円で，1，000億円以上の歳入不

足であった。

総選挙後の新内閣成立を前にまとめられた第 3次の

見通 しでは，三つの案が考えられていた (2月10日〉。そ

の第 l案は，運賃，料金の引上げによる事業会計のパ

ランスの確保と物価体系の補整による価格調整補給金

の圧縮とによって，予算規模を約6，000億円とする。第

2案は，物価補整をせず，鉄道等への資金繰入れと補

給金を増額することで，規模を約7，∞0億円とする，第
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3案は，絶対均衡を建前に，第 2案の赤字要因を消す

ために，終戦処理1~の削減，雑件の削減(l(ト20%) を

条件とするものであった。 r1"nlj"j相は釘 3案を支持し

ていた。内閣は選挙公約を尖現するためにも，予算規秒:

を圧縮して，減税を実施する必要があった。減税は悶Y

的期待-であった。この 3~をもとにして ， さらに為

レ ー ト を 300 円と想定し，多少の物mti改定(5~1O%)を

織 り込み，行政整理を加えて，標準歳出7，346億円を同

縮 して 2月22日の閣議で 5，787億円の概算案が決定

した。歳入については，取引高税を廃し，揮発油税

手形税，生産税等を創設して，財源の調鞍を図ろうと

していた。

しかし， 政府のこのような緊縮案にもかかわらず，

この決定直前に司令部から指示された予算についての

6項目と政府案とでは，その内容にかなりの聞きがあ

った。 6項目は，(1)総合下n収支の均衡，らtf務増大不

可〈価格差補給金，復金赤字融資を合む)，(2)下算の徹底

緊縮， (3)補正予算を予定するこ との否認， (4)減税不可，
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ドッジ公使の初めての記者会見

(5)以上4項目に ついての資料提供， (6)予算統制強化

(支出負担行為計画の司令部承認)，であった。 この指示

と政府案との調整が直ちに始められたが，一方では，

年度内予算成立見通し困難とい うことで，暫定予算計

画も着手された。

ドッジ公使は 2月1日に来日したが，政府がドッジ

公使と具体的折衝を始めたのは 2月下旬になってから

であ り， さらに池田蔵相が本格的交渉を始めたのは 3

月にはいってからであった。会見によって明らかにさ

れていった事項は，総合予算均衡の貫徹，補助金と援助

の明確化，復金融資の不可，取引高税の存続等で，総

じて耐乏を求め，フィクションのない経済再建を求め

たO この正面きつての政策は，司令部の意向とも異な

ったものであった。司令部では物価の安定を重視して，

予算均衡偏重には反対の空気であったが， ドッジ公使

は温室経済的な考え方に反対して，国際経済に結びつ

ける安定政策を第ーとした。

このよ うな交渉経過で，司令部からの予算案回答が

きついものになることは予想されたが， 3月21日に示

された対案は，自由党の意向とは大きくかけ離れた内

容のものであった。 2月の 6項目指示とも異なったも

のになっていたが，予算規模が増大して，政府案の

5，787億円から7，034億円となった。その内容の差は，(1) 

政府の収支全体を通じての真の黒字予算〈超均衡〉であ
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り，(2)価格差補給金と経済援助(竹

馬経済〉とをはっき りさせ， (3)巨額

の債務償還を行ない，(4)復金融資

をやめて民間金融に移したところ

に示されていた。物価体系を変え

ずに，いままで隠されていた補給

金計画をすべて表面に出して，政

府の補給金計画 700億円を 1，987

i意円(のちに修正して2，022億円〉 に

増額し，終戦処理費を 1， 100億円

から 1， 152億円に増し，出資金は

400億円を 698億円に，配付税 は

722億円を577億円に，公共事業費

は700億円を500億円に変更した。公共事業費の削減は，

ゆきすぎた失業対策は失業者を作るの と同 じであ り，

公共事業はインフレ的であるから，これによる失業救

済には反対であるという ドッジ公使の考え方が示され

たものであった。

このように増大した支出についての財源は，租税の

収入増加によっており，政府の予定した減税はすべて

とり やめ，取引高税の撤廃は認めず， 所得税は 2，286

億円を 3，100億円に〈減税認めず)，酒税は 596億円を

650億円と変更した。単一為替 レートは 300円を 330

円に変えて諸対策が計画きれていた。物価体系を変え

ない方針のなかで，政府事業関係だけは例外で，し、ずれ

も大備の値上げによって収支のつじつまを合わせた。

結局，減税を認めず，その財源を補給金と債務償還に

あてることに したもので，新内閣で実現すべき自由党

の公約はすべて排除されたかっこうになった。

司令部の対案の特色といえるかくされた補給金の明

確化とは，従来援助物資の売却代金で貿易会計を調整

し， 輸入物資を低価格で払い下げ，輸出物資を高価格

で買い上げていたのを，援助物資売却代金を別途に向

けて，輸出入物資への補給金を一般会計でまかなお う

とすることであった。これによ って，補給金による圏

内産業保護の適否が国会の予算審議の矢面に立たされ

ることになった。債務償還は，政府の債務が特に多い

ということによるものではなく，日銀引受けの復金債

を買い入れるとい う形のものまでをも合めて，同氏経

済の過剰資金を駿収することをねらっており，令:体で

1，567億円の債務償還計画となった。このような)T向

をとるについてのドッジ公使の信念は固く，政府の

渉に対しても少しも譲歩せず，池田蔵相の減税承諾の

懇請に対しても ，この対案が不服ならば，援助をやめ

るほかはない というきつい態度であった。

この司令部の予算対案を政府は承諾しなければなら

ない条件におかれていたが，また，吉田首相も池田蔵

相も，この司令部対案には大筋としては賛成してい

t::.o しかし，この予算案で国会がとおるかどうかが一

つの問題であった。自由党としては，選挙の公約が無

視されたものであったし，また国民の耐乏生活を確認

するものであったからである。これに対しては，補給

金は近い将来に経済の正常化に応じて減らしていくも

のであるから，それによって減税も可能であると説明

して対処するほかはなかったO 政府の自由党への説得

によって，このド ッジ予算は国会の承認が得られた0

4月3日に衆議院に提出され，20日に参議院を通過す

るという超ス ピードの審議で， 22年度の際と同様の短

期審議の記録を作った。

24年度予算に示された ドッジ・プラ ンは，それまでの

財政計画の観念を，明確に復興から安定に切り 替えた。

補給金政策によって物価体系を守 り，それによって生

産を興すという財政政策のとらえ方を，経済を安定さ

せることで合理的な生産の回復を期待する方向に転換

させたものであった。財政的な保護を与えて経済を復

興させるのではなく，国民みずからの努力によって復

興を実現するのであり，それには苦しさが伴うことを

確認することであった。そのよ うな転換であったから，

この予算実施による社会的経済的混乱は避けることが

できなかったO 国鉄等の人員整理による事件が次々と

起こった。

25年度予算の計画は，24年度予算の実施と関連して

とらえる必要がある。 25年度予算が24年度の第4・四

半期とあわせて15カ月予算としてま とめられたことと，

203 

第4M ドッジ ・ラインと大疏祈

臼4年pt予算に~ I ' 1:された価格調終貨が尖行段階で削減

cれ，そのf主将iの)j向で25年度予算が組まれているか

であるo flli給金をはずしていくことは，米卜l早々に

竹馬経済を論じたドッジ公使の初めからの窓|司であり ，

池田政相の同jJ:するところであったかち， 24年度予す;r

に補給金が計 |てされたからといって，これをそのまま

1午続ける予定はなかった。科月号;業の出来度向 上に伴

う不IJn~jJ~')J1Iに 立:" JÞ~; して 補給ぐ訟をはずすことと， ~"ì給般

を~J:.活物資と経済活動の最終段階にまとめようとの )i

向で，予算成立後!日jもなく， 7， 8月ごろから補給Sf?"

廃止に手がつけられた。そ して，その廃止に即して!珂

係物資の価格改定が進められた。

25年度予算の市要点に税制改革の織込みがあった。

シャウフ。税制使節団の勧侍をどのように二k1Juiするかで

あり，方向としては減税実胞の可能怜を示していた。

そのような期待と意図とが，-t で、に25年度予知のf~liJk

方針に示されていた。8月6円決定のノ7針には， (1)総什

収支の均衡，規模の圧縮， (2)白山経済の促進(佃i絡調持

政の漸減)， (3)経済法粧の充:k， (4)税制の{TJ1H化， (5)地

方財政の健全化，が取り上げ、られ，事IIi給金の漸減によ

る財政規校の圧縮が，減税尖施のJm待にがiび‘ついてい

た。この方針に従った 9 刀末の下~~(の見通しでは， 2" 

年度については側料調整引の減，租税収入別があって，

多少補正予算に財源をまわしても，年度内減税のJ!~抄~(

の余裕があり， 25年度については，統治IJ廃止に伴う行

政費の滅，地方財政凶係は平術交付金(勧併による〉の

中に含めて処理，終戦処理費の減，公共ì}J業Ifiの倍~J:¥'1 ， 

価格調整貨の半減として，平年度1， 000低円の減税が

可能であると計算された。 これらは24年度で、決めたこ

とをその方向で25年度予算に盛り込むことにしたもの

ではあったが，一応は別個に24年度と25年度に施策を

進めることを予定した。しかし，運賃の伯上げ，補給

金の打切りなどが25年 1月実施に延ばされたことから，

それを 25年度予算に結びつけて 15カ月予算としてま

とめられる条件ができた。減税も15カ月予知.の一環と

して計画された。

15カ月予算の計・阿実行について，政府はな欲的であ
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ったが，この基本の意図を司令部も一応了解しながら，

なお24年度予算の補正は認めないとの方針を示してき

たので， 12月初めに人事院の給与改定勧告が出された

にもかかわらず， 25年度予算も従来の給与ベースで組

むことになり， 24年度では補正を組まぬ形式での実質

給与の改善ということで折衝が進められて，結局，年末

手当 3，0∞円見当の支給が財源調整で実行されること

になった。また，税制改正も25年1月施行というねらい

で計画されたが， 24年度中の減税財源との関連で，一

部減税だけが実施されることになり，暫定措置として

扱われた。暫定措置として給与所得者の所得税源泉徴

収分についての軽減，取引高税，織物消費税の廃止，

清涼飲料税の物品税への統合，物品税の軽減等が実施

された。

24年度予算の補正はしないという司令部の方針は，

予算の基本方針を変えるような手を加えないというこ

とであったから，いっさい予算の補正はしないという

ことを示したものではなく，災害に対する応急措置等

の補正があった。この補正で，災害復旧に対しては全

額国庫負担の措置をとるよう指示された。

25年度予算の基本は， ドッジ公使が帰国の途につく

前，24年12月5日に定まったので，予算の具体案は年内

に決定し，その内容も12月22日には発表されたが，与

党の意向によって，国会提出は正月明けの 1月21日に

持ち越された。予算案の内容は， 8月の編成方針 5項

目に，さらに教育，文化および社会政策関係経費の充

実と，前年度に引き続く多額の債務償還費を計上した

ものであったので，総合予算の均衡は保ったが，財政

規模の圧縮は十分には果たされなかった。それでも，

一般会計歳出 6，614億円は前年度当初予算比 433億円

減であって，歳出規模が前年度比で縮減したのは，昭

和6年度以来19年ぶりのことであった。

24年度予算案の審議が比較的順調であったのに対し

て， 25年度予算案の審議は難航した。地方税関係法案，

公務員給与問題等が関連して，予算案の衆議院通過は

3月10日になり，結局，予算の年度内成立は果たされ

ず，参議院通過は4月3日となって，短日時の予算空

白期間が生じた。また，この間，衆議院において，債

務償還費5ω億円等， 771億円の歳出削減による公務

員給与改善，中小企業振興等の野党の予算修正案が提

出されたが，司令部によって拒否され，衆議院は政府

原案で通過したo

第 2節 価格調整費削減と援助資金管理

1 価格調整費の明確化と削減

ドヅジ・ライ γのー特色は，竹馬の二本足の確認と事

後対策とにあるoこの二本足は，価格調整補給金と対日

援助資金とであるoわが国の経済がこの竹馬に乗った

不安定なものであったから，これをはずして自立する

方向ヘプログラムを作る必要があり，そのためにも，こ

の竹馬の実体を明らかにする必要があった。アメリカ

の援助が半永久的に続けられるわけもなく，また価格

調整が，一部はこのアメリカの援助を利用していた。そ

してこの調整補給金は物価体系の改定のたびに増加す
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る傾向を示していたoアメリカの経済援助は，欧州諸国

に対するマーシャル・プランと同様に，物資による援

助であり，それが漸増傾向を示していたが，援助物資

売却資金は，それまで司令部が輸出入物品の価格調整

に用いていたものの，その具体額については政府にも

明かされていなかったo ドッジ予算 (2緯度予算対案〉

が示されるまで，政府もこの点に手をつけることはし

なかった。ドッジ公使は米本園の指示によって，援助

の明確化と，援助物資売却資金の効率的使用を明らか

にするために，援助物資売却収入の使用について，特

別会計を設け，従来この資金によっていた輸出入物品

の価格調整は日本国民の税負担に切り替える方針をと

ったo これによって価格調整費の全額が予算に計上さ

れ，援助物資の見返資金の管理が明らかにされること

になった。

価格調整費と援助資金の取扱方法はこのように決定

したが，それは従来どおりの取扱内容を追認するもの

ではなかった。輸出入物品の価格調整の費用が国民の

税負担に切り替えられることになっても，従来と間程

度の調整を続けることを意味するものではなかったo

24年度予算は単一為替レートの設定を前提に組まれ，

司令部の対案では330円=1ドルの比率によっており，

価格調整費は 1，987億円であった。額としては巨大な

ものであったが，その内容は従来の調整機能を圧縮し

ていた。すなわち，引き続いて圏内物資の調整費が計上

されたが，輸出品に対する補給金を全部廃止し，輸入

品に対する補給金を半減することにLていた。 24年度

の見返資金収入は 1，750億円と見積られたから.23年

度でも，これに準ずる規模の輸出入価格調整が行なわ

れていたと考えれば，この圧縮は相当なものであった

といえよう。

結局. 2，022億円に及ぶ価格調整費が予算に計上さ

れたのであるが，それは予算総額の 3分の 1に近いも

のであったから， ドック公使が. i竹馬があまり長〈

ては外したときに足を折ってしまう j と評したように，

経済の自立を達成するためには，この価格調整費をな

るべく早い時期に縮減することが望ましいことは明ら

かで、あった。池田蔵相は価格調整費の縮減を強く主張

していたので，竹馬の足を短くするについてのド y ジ

公使の意向と同じであったが， ドッジ公使は. 2，022 

億円もの価格調整費計上について， i補助金の減額に

は賛成であるが，今直ちに実行しようというのは，肺

炎患者から酸素吸入を取り上げるようなもので，完全

な自由経済をいますぐやるわけにはし、かなL、。 Jと

述べ，さらに iESS (経済科学局〉に補助金削減計画

を立てさせている。Jと付け加えた。すなわち， 24年度

予算の実施にあたって，経済の状況をみつつ補助金を

減らす意向であることを示したわけであるo結局.24
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年度は 2，022億円の当初予算額が，補正で1，792億円

に減り .25年度当初予算で9∞億円，補正後に 640億

円と縮減して，食糧に対する調整費だけとなった。

この経過をみると，日本経済の竹馬の二本足は温室

経済を示しており，これは改められなければならない

としながら， ドッジ・ラインの実施は徐々にこの足を

はずすことであったから，施策自体がことさらにきつ

いものであったわけではなし、。しかしインフレ体制で

復興していた経済であったから，それをインフレのな

い正常な姿に戻すことが経済，社会にきつく響いたの

であるo この補給金漸減策については，池田蔵相が，

「補助金が多額に計上されていることは温室経済をそ

のまま続けることになるから，税金を取って物価を引

き下げておくより，園内物価を世界物価水準まで引き

上げることが望ましし、Jと意見を示したのに対して，

ドッジ公使は「単一為替レートの決定の影響がはっき

りしないうちに，急に補助金を止めることは二正商作

戦をすることで，とくに労働者にはあまりにも一度に

ショックを与えることになるし世界物価は下落しつ

つあるので，この方からもザヤ寄せがありうる」とし

て， ドッジ・プヲ Y以上のきっい措置による混乱を避

ける意図を示した。

2 見返資金の管理運営

24年度予揮に対する司令部の対案の一環として，ア

メリカの対日援助見返資金の構想が示きれたが，その

具体的内容は明らかでなかった。 4月2日の司令部か

らの見返資金に関する指令で資金活用の輪郭が明らか

になった。それによれば，初めから確定的なプヲ γを

立てるのではなく，特に政府にそのプランの主体を与

えず，司令部がこれを纏っていて， i予算の実行状態，

産業，銀行の合理化の成苔によって放出を加減するこ

ととし，金融の繁関に対応して効果を発揮する調節弁

としたい」ということであったから，見返資金会計

の支出については具体内容が記されていなかった。資

金運用機構については司令部内部でも未定で，運用方

法についても十分検討されてはし、なかった。日本側で

• 
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海運に対する許可が出た。債務償還への資金放出は11

月であった。私企業全般としては比較的多く海運に資

金が回り，復金時代に優遇された石炭，鉄鋼に対する

道は狭かった。それでも，私企業には年度内に 249億

円がふり向けられた。

見返資金の運用は司令部ベースで進められたが，こ

の資金に対する政府の期待も大きかったったので.24

年12月ドッジ公使の再訪を機会に，中小企業融資の承

認を得た。その貸付手続については， 日銀の段階で案

は， この指令に対して所管を大蔵省の理財局と定め，

件を処理することが認められた。見返資金の借入れに

ついては，申請書に英訳を付けて日銀に提示し，大蔵省

を経て司令部に申し入れるとし、う煩雑な手続がとられ

ることになっていたので， この中小企業融資の承認は

実務を日銀が扱うことにきめて，司令部に報告した。

見返資金についての基本構想はドッジ公使が定めた

ものであったが，その具体化については政府と司令部

双方に問題があった。見返資金について特別会計を設

けるとしても，その関係法律に資金運用について司令

部の承認を受けることを明記することはできず， また

強固なドック・プヲンに対する政府の希望の組入れと

して，その後の司令部の方針緩和の鳴失となったもの

であった。

25年度の見返資金計画は債務償還5∞億円，公共投

資400億円，私企業投資400億円で.24年度に比べて早

く運用が始められた。この当初の計画での特徴は，私

企業投資における金融債発行5銀行の優先株に対する

出資の問題と電力に対する投資であった。金融債との

関連は，この見返資金運用を信用の基礎として何倍も

の金融債発行が裏づけられ，私企業への直接投資に伴

うめんどうな手続なしの投資の先鞭が， これによって

支出内訳を予算に計上せずに国会の承諾を求めるのも

不自然であった。運用目的としては，通貨財政の安定

と経済の再建とを示し，運用基準としては，わが国の通

常の資金ではまかなえない目的に用いることにし，資

金運用にあたっては，償還計画を立て返済を確実にす

ることを要件としたことは，司令部の指示に従ったも

のであった。これらの不備な要件のままで， とtこかく

つけられたことである。しかし一方，私企業投資が電

力と海運に重点をおいでいたにもかかもわらず，電力

事業再編成に関する法律の制定が遅れて，再編成が進

まず，結局はポツダム政令によって実施されたものの，

石 予定の投資額150億円は 100億円に圧縮された。

4月末に関係法案は圏会を通り，司令部承認の件は附

帯決議とすることで、妥協がで、きた。一方，司令部内部

でも， ドッジ構想がアメリカ本国の方針によるもので

25年度では実施過程で付け加えられたものなどの変

更があるo 輸出銀行設立の意図はドッジ・ライン実施

後に政府内で具体化したが，設備機械輸出の金融のた

めに見返資金を活用しようとの希望を池田蔵相から直

接ドック公使に伝え，その了解を得て，見返資金から

の輸銀出資が決まった。この決定は朝鮮動乱が始まっ

てからのちのことであるが，動乱によって政府資金散

布が増大したく輸出と特需の見返りで円資金が出た〉ので，
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債務償還を進めることは資金供給を追加しインフレ助

長になるとの判断から.25年度償還計画はすべて留保

されたo

わが国経済の安定と再建のために効率的に使用され

ることを条件とししたがって，その資金管理を司令部

が握って始められた見返資金の運用も，少しずつ日本

側の要請に応じるように変ったけれども.26年度にな

ると，すでt乙講和は具体的な条件決定の段階にはし、り，

アメリカの援助も減額することの見通しがついて，見

返資金に対する期待は小さくなった。その一方で，郵

便貯金等による預金部資金が増加したので，見返資金

と預金部資金の運用調整が新しい課題となった。公営

事業関係は預金部〈後に資金運用部)にまかせ，産業金

融に見返資金が運用されることになったO すなわち電

信電話，国鉄，林野，住宅公庫等への投融資は，一般

第 3節

第 4輩 ドッジ・ラインと大蔵省

会計か資金運用部が引き受け，輸銀，開銀，農林漁業，

それと海運，電力へは見返資金が回されることになっ

た。鉄，石炭，肥料等に対しては民間資金にまかせる

ことになっTこ。

24年度.25年度の運用額が収入額を下回ったのに対

して， 26年度の見返資金の収入額は減り，支出額は収

入額を上回り，25年度で留保となった国債償還資金は，

26年度で国債の買持ちをして， 27年度以降の資金準備

に充てられた。 26年度の公企業投資は 190億円，私企

業投資は 450億円〈電力，海運とも増加〉で， 開銀へは

あるとの理解で，具体的事項についての独断決定を避

け，本国照会の態度をとらざるを得なかったo

このような事情であったから，見返資金の活用はか

なり遅れた。しかし政府としては，経済9原則の解釈に

ついて復金の活動停止までには及ばないものと判断し

ていたのが停止されたことで，長期資金供給原資とし

て見返資金を期待したこともあって， この活用の遅れ

100億円が出資された。

27年度の計画では新規の収入は全くなく，国債の売

却と蓄積資金の放出で，公企業へ 100億円，私企業へ

500億円の計600億円が予定された。
宮
、
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単一為替レートの設定と為替管理制度の整備

減の方向とからみれば，そこに必然的に厳重な為替管

理実施の問題が生じた。この点は24年2月1日の指令

ですでに指摘されていた。

しかし，為替管理についての政府内の話し合いがま

とまらなかったことから，管理のための蚕員会を作り，

実務を日銀に担当させることで管理組織が決定したo

3月にポツダム政令(16日政令第53号〉で外国為替管理委

員会令が公布， .NP日施行された。問委品会は大蔵省の

組織から独立した行政機関であったo

第 4節 シャウプ勧告と税務行政

策が長期の経済自立の基礎を作るものであるという基

本的対策の立場から，税制については別に専門家に検

討してもらうことを予定していたので，現行税制に手

前 I

ドッジ・ラインの一つの意義は，単一為替レートの設

定であるが，それは単に複数レートを単一レートにま

とめたということにとどまらず，複数レートで怯，複数

であることのために許された個別レートの変更が，単

ーレートにしたことによって，そのような融通が許さ

れなくなり，新たに決定した単一レートの維持が重要

な課題となった。 1ドル=360円の水準を守ることが，

は政府にとって痛手であったo 司令部は7月中旬に資

金計画の大筋を内定したが，その案では 1，750億円の

うち 250億円を予備として残し， 1，500億円のうちか

ら国鉄に270億円，復金債買入れに624億円，私企業に

250億円〈電力100億円，船舶20億円，鉄鋼40億円，

炭40億円，その他印億円〉を供給する予定であった。し

カミし， アメリカの会計年度とわが国のそれとくい違い

があり，わが国への援助額が確定しないこともあって，

司令部の見返資金運用態度はきわめて慎重であったo

民間の見返資金への期待は大きく，希望は殺到した

が，司令部がそれらを一件ごとに米本国との照会で許

可をする態度であったことから，私企業投資の最初の

許可は9月下旬となり， 12月末にようやく大口の電力，

レート設定の意義につながるので、あったから，それま

での国際収支の実状と，輸出入物品に対する補給金削

ドッジ公使はわが国の経済安定のために強力な施策

を進めたが，安定策の主役となった財政収入の確保に

あたって，租税制度には全く手をつけなかった。安定
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をつけることを避けたのであった。しかし， 24年度を

前にした当面の対策としては，税制の手入れによって

新税を起こすのは，国民が新税になれるまでに時間が

かかるとしづ観点から，租税収入を十分に確保する必

要があったこともあわせて，再三の政府の懇請にもか

かわらず，減税も承諾しなかった。そして，政府の見

込みを大きく上回る租税収入を予算に計上して，その

徴収確保を求めたのである。

しかし，税制については別に専門家の検討にまかせ

ることを予定していたことは，現行税制が必ずしも合

理的ではなく，適正ではないことを認めていたわけで

あり， 22， 23年度の租税徴収の強行を妥当と考えてい

たわけで・もなかったO このような事情が理解されてい

たので，政府としても ，24年度予算については滅税の

余地がなかったが，それが経済安定のためのやむをえ

ない措置であ り， 経済安定が実現して価格調整費が削

滅されるようにな り，財政に余絡が生じたときには減

税の余地が生じるであろうということで，減税見送り

についての国会の了解をとっていた。

減税が自 由党の公約であったとい うことだけではな

し税制と税務行政とについては大いに改めるべきも

のがあったから，減税についての国民の期待はもちろ

ん，税務行政についての政府の希望も強いものがあっ

た。すでに税法が現実と離れ，租税徴収については目

標額が作られて，それが各財務局， 各税務署に分けら

れ，その目標額に即して徴収が進められるというのが

実情であった。租税収入確保の必要は財政演説の際に

も示されたが， 22年度では12月末までの実績は，支出が

1， 104億円で，最終予算2，143億円の51.5%であったの

に対して，租税印紙収入は 474億円でようやく最終予

算1，354億円の35%でしかなかったが，年度末にかけ

ての租税徴収の強化によ って，予算を上回る実績を上

げたのであったO ここでは所得の申告と更正決定との

聞きがあま りに も大きかったことが問題であった。 24

年度の租税徴収についても ，基本的にはこのよ うな事

情は改められなかったが，租税収入の碓ー保を図りつつ

徴税の合理化を図るために， 6月に主税局から離れて
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国税庁が設置され，もっぱら税務執行についての行政

がまかされることになった。

税制についての調査団が派遣されてくることは23年

の暮れごろからほぼわかっていたので，自由党はこれ

に対する準備策と して，各界の意見を聴取するために

税制審議会を設け， 24年 1月末には一応の結論をまと

めて，税制についての日本側の意思を調査団の調査，

報告に反映することをねらった。また政府も， 5月に

税制審議会を置いて税制の検討を進めた。これに対し

て，司令部は調査団に独自の調査，報告を期待して，

政府との接触を意識的に避ける態度をとった。

税制調査団長カール・ シャ ウプ博士

税制調査団は，5月10日にカーノレ ・シャウプを中心

に7人(ウ ォーレン，ヴィ ックリー， サリ ー，ボーエン，

コーエン，ハ ットフィールド〉の構成で来日し，行政のい

きさつにとらわれない自由な態度で調査にあたった。

調査団全員が租税についての専門家であったが，特に

わが国の各地を歩いて実状を調べ，租税問題を理解し

て，勧告案を作る態度をとったO 司令部の指示が往々

にして実状を無視した一方的な命令であったのとは大

きな違いであった。それは一面では司令部のスタップ

が，それぞれの部門についての専門家をあてたもので

ははなかったことにもよっていたし，また，政府との交

渉で時間を浪費し，ときには不合理な施策の指令とな

ったことにもつながっていた。税制調査団は実状調

!こあわせて政府から意見を聞き，また政府に資料を求

め，各界からの意見を集めた。

調査団に対する政府の期待は，具体的事項としては

所得税の軽減，物品税の引下げ，取引高税の廃止，資

産再評価の実施等で，この要望は 6月7日に池田蔵相

から提示された。この要望にあわせて政府は税制，税

務行政の実状と改善意見を示 し，減税に際する財源措

置もつけ加えて，価格調整費と債務償還費の削減等に

よることを説明した。大蔵省では積極的に調査団に接

して実状の理解を深めるとともに，政府の期待を理解

してもらうこ とに努める態度をとった。

調査団の勧告はまずその概要が 8月26日に発表され，

9月15日に全文が発表された。政府の期待に対比して

その特色をとらえると ，まず直接税中心主義の確認が

ある。混乱から脱しきれない戦後の経済情勢のもとで

は，直接税中心主義は無理であると考えた政府の判断

に対して，(1)所得税をこなしていく能力を日本人はも

っているとの判断を基礎に直接税中心主義をたて，そ

の裏打ちのために青色申告制度が取り上げられた。所

得の申告を正 しく するための記帳の制度をこしらえ育

成 しなければならないというこ とで，主張の筋を通し

ていた。 (2)所得税と法人税との関係については，従来

の日本の税制が法人実在説的であったのを， 法人擬制

説的なものとしてまとめようとした。そのため，法人税

について受取配当の益金不算入や留保所得に対する利

子相当分の控除を行なうとと もに，所得税について配

当所得に対する税額控除制度を設けた。 (3)所得税率に

ついては思いきった引下げをしたが，それは従来の税

制が確実に実施されれば成金ができるはずがないのに，

それが存するのは，税率が実情にあわないためで、ある

から，徴収できる税率に抑えることが合理的であると

判断したことによっていたが，別に富裕税を設けて，

年々の純財産価額に課税して，実質的な累進課税の効

果をねらった。(4)一方，相続税率については思いきっ

た引上げをして，相続財産の価額の大きさによって累

進率を高め，財産を残すことに対して強い圧迫を加え
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た。 (5)資産再評制liについては強制尖施を主張した。 (6)

間接税については，生活必需品に対する課税，経済の

正常な迎行をsLl止する課税に対する批判が強く示され

たが，物品税がI:~\' 、との政府の主張・は必ずしもよく理

解反映されてはいなかった。 (7)地方税については芯本

的な変革を求める勧告であった。特に市町村の財源確

保による地方11治の突をあげるこ とを企図し，財政収

ー1;-にj也ノjl!込の閃心を向けさせるために，税制も国税の

付力11税でなく，独立税として凶定資産税，住民税 Cdi

町-村民税〉を設け，府県税には事業税の代わりに新しい

事業税(付加価値税〉を設けた。そして自治財政を確保

するためとしての財政調整のブJ法に平衡交付金制度を

打ち出した。また地方の財政的自治確立のために，ひ

もつきの補助金を切ることをねらって，災害復旧制度

と補助金制度で画期的な勧告をした。すなわち，災害

復旧費の全額国庫負担と補助金整理を平衡交付・金の噌

額でおぎなうとい う拍:置であった。

この勧告については，その実現に適切な拍ftu.が望ま

しいとする総司令官の要望がついたo これに対して日

本側も，首相が，できるだけこれに添うよう努力する

と返事して，勧告に添った税制改正の円満実施が約束

された。ドッ ジ ・プラ ン実施についての押しつけとは

異なった紳士的なやりと りであった。

大蔵省では調査団との接触で，勧告発表前から，だ

いたいは勧告に従った税制改正に進もうとの雰囲気が

あったが，勧告を実施する段階では多少の調整も必要

であるとして，たとえば，所得税の最高税率の額を30

万円超から50万円超に引き上げたり，勤労控除を 1害IJ

から 1割 5分に引き上げたり，資産再評価の強制性を

任意性にするなどの緩和を図った。

勧告実施についてもめたのは地方税で・あった。 付加

価値税の採否，住民税〈市町村民税)，固定資産税の過

重等が問題となり，地方税制の改正実施が25年度当初

に間に合わないおそれがでて，勧告の一部を実施する

ための法案が用意されたが，この改正案が7月に再提

出され， 7月末に国会を通過して 8月1R実施となっ

た。付則1価値税実施は延期されたが，延期を重ねる う
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ちに廃止となり，ついに実現されなかったO

国税については，資産所有者を明確にして課税の公

平を期するのが勧告のねらいであったから，無記名の

証券，預貯金を規制することが必要であったので，無

記名預貯金の廃止，無記名債券・株式の年末登録等の

法案を一時準備したが，経済混乱中に実施しても実効

があがらないとの議論が勝って，この点の実現は見送

られた。

税制改正の裏づけとして，勧告は税務行政に強い期

待を示した。税務行政については，すでに24年6月か

ら国税庁が開庁されたことに示されるように，司令部

が強い関心を示したが，それはそれまでの税務の実績

が正常なものとはいえないものであったからで， 23年

度では納税者の約3分の 2，24年度でも過半数が更正

決定を受ける実状であった。基本のねらいは納税者を

信ずる税務の体制を作るにあったが，それはまた税務

当局が納得できるような納税者の所得申告を裏づける

記帳制度を確立することでもあった。過渡期には，見

立てによる更正決定をしないことで租税収入の減るよ

うなことがあってもいたしかたなしv としづ態度であ

った。

調査団は24年 5月から 8月までの第1回調査の後で，

25年には勧告実施状況視察と補足勧告の目的で， 4人

の構成〈シャウプ，ウォーレン，ヴィックリペサリー〉で

再度来日した。第 2次の調査に際して，大蔵省は所得

税，物品税の軽減を重点とする要望を提示した。調査

団は所得税軽減については納得したものの，所得税中

心主義を再確認した。物品税減税は財源のゆとりによ

って認められるかっこうになったo また酒税の減税に

ついては，第 l次勧告では増徴を指示していたが，第

2次勧告では減税を認めたものの，酒は著修的消費と

解して重課の姿勢をくずすことはなかった。以上のよ

うな減税を織り込んだけれども， 26年度の租税収入予

算額の見込みは25年度よりも増大した。

第 5節関税改正

21年 6月に税関が再開され， 6税関の組織で再出発

したが，貿易は司令部の手によっていた。 22年からは

民間貿易が許されたが，これも事実上は政府貿易であ

って，関税を課する対象もなく，関税政策としての具

体的対象はなかった。しかし，単一為替レートが設定

され，外国為替管理事務が委任され，わが国独自の民間

貿易が増大するに伴って，関税の問題は現実的になっ

た。戦前物価を基準に作られた関税率(ことに従量税

率〉の改正は当然であるが，商品の性格変化と関税行

政についての調整も，戦後の新しい問題として取り上

げる必要があった。これらの課題については， 26年5

月に関税率の全面的改正が実施されたことで一応の結

論が出されたが，まず，それまでの経緯を記すことに

しよう。

税関再開後.24年7月7日まで、は，一般外国人の輸入
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物品には関税(内国消費税も〉を課することが許されな

かった。 24年7月以降は，専売公社発足を機に，外国

人の輸入たばこにだけは関税および内国消費税の課税

が認められ，次いで25年 7月からは，外国人輸入商品

に対する物品税その他の内国消費税の課税が認められ

た。このような課税の承認は貿易の増大と密接な関係

がある。

ドッジ・ライン以前は，民間貿易再開といっても，貿

易の大部分は政府貿易であり，わが国にくる外国人も

占領軍に関係のある者ばかりといってよく，一般商業

活動のための者は少なかった。したがって，外国人の持

ち込む物品は課税の対象になるものはほとんどなかっ

た。ところが24年になると，商業活動のために来日す

る外国人が多くなり，その活動が日本人の活動と権衡

を失する面が出てきたので，政府は主税局長名で関税

率改正の意図と酒類およびたばこの課税に関する質問

状(輸入物品に対する関税および内国消費税の取強いについ

て〉を司令部に提出して，わが国の課税権の承認を求

めた。これに対する回答形式の覚書が7月7日に出て，

たばこについてだけ，専売制度への影響を考慮して承

認が与えられたが，酒，その他については，現行関税

が禁止的高率であり，内国消費税も高率であることを

理由に承認されなかった。

この覚書でようやくたばこについての課税が始まっ

たが，他の商品については，関税が高率であることな

どが理由であったことから，税率の合理化による課税

の承認の余地を示した覚書で、あると考えて，政府は関

税率改正の意欲を強めた。関税率改正についての準備

はすでに税関再開とともに始められていたが，この覚

書で急速に具体的になった。しかし，外国人のうちに

は，司令部の覚書により課税が認められなかった物品

を輸入することにより，不当に利得を図る者も目だっ

てきたので，政府は引き続き司令部と折衝を重ねた結

果， 25年7月1日には覚書によって課税の範囲が拡張

されることになった。この覚書では， 24年7月の覚書

で承認しなかった理由の一部を取り消すとし、う形式に

よっていたが，政府はこの覚書の内容を広く解した案

によって承認を得，一般外国人がわが国に輸入する物

品に対しては，酒税，物品税，その他の内国消費税を

課すことができるようになったo

これとともに，司令部は特殊保税倉庸制度の設置を

指示し，外国人専用の日用品販売底を特殊保税倉庫に

することを求めてきた。これらの販売広で外国人が買

物をする時を輸入の時点とみなし，その販売の際に物

第 4章 ドッジ・ラインと大蔵省

品税等を税関に納付することとなったが，政府はこれ

以外の一般市場で販売される輸入品には，関税および

内国消費税を課することにしたo特殊保税倉庫制度は，

関税制度の全面改正実施後もしばらく存続して， 26年

末に魔止された(特別預金勘定廃止と同時に〉が，この制

度についての経験の不足と一般外国人と占領軍要員と

の区別の事実上の困難とから，約1年半の徴税の実績

は芳ばしいものではなかった。占領軍要員に対しては

すべての租税が免除されていたが，一般外国人が占領

軍要員の権利を利用することが多かった。またお年7

月以前の持込物品が，その後に占領軍要員以外の者に

譲渡された際には，関税および物品税が課せられる建

前となったが，実際問題と Lては，転売自動車だけが

課税の対象となったo

26年5月の関税率の全面的改正は，税関再開後の関

税自主権回復を示すものであったが，改正の内容は，

税率の全面的引下げと従価税への移行とであった。司

令部が示したような禁止的高率という 1∞%税率は，

最高50%の線にまで引き下げられ，いわゆる審修品課

税は廃止されたが，専売制度との関係で，たばこにつ

いてだけ特別の高率が残された。

すでにガットが設置され，世界の関税は引ドげの方

向に歩み始めていた。しかし，関税率を従価税一本に

まとめたことは，必ずしも世界の傾向に合致していた

とはし、えなかった。経済の不安定状況のもとでの改正

が，従価税にまとめさせた理由であった。その意味で，

経済安定後の本格的な検討と明治以来の関税法規の近

代化との課題が残されていたわけである。

第 6節 経済再建下の金融行政

1 金融業法案問題

占領後の金融政策については，司令部はいわゆる健
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全金融の一連の指示以外に特に積極的な政策意図を示

さず，金融制度についてもあまり意慾をみせなかった

が.23年にはいってからは，金融制度についての指示の

， 
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準備が進められていることが政府のほうにも知れてい

た。占領政策は財政的処理にまつ面が多く ，そのため

に財政政策については司令部の指示は多面.にわたり ，

しかも積極的であったし， ドッジ公使の経済安定策も

財政措置によるものであった。しかし，安定経済の合

理的推進には相応の金融政策が必要であり，金融政策

の運営のための制度，組織の整備が必要であった。ド

ッジ ・ラインではこの制度の一部に手がつけられたが，

それはド ッジ ・ライン以前からの検討に即した，いわ

ば応急の措置であった。その後，金融制度は少しずつ

手が加えられていった。

，.!:i領後の司令部の指示の中には公債発行の許可制，

預金部資金等の運用の許可制等，金融施策に関するも

のがあったが，金融政策は戦時中に作 り上げられた日

銀中心の管理通貨制度の体制に従って進められてお り，

それは，いわば日銀総裁の判断によって，どのように

でもかえることのできる体制であった。財政的なイン

フレ政策が進められた間にあって，金融政策はそのか

げにかくれていたことと，金融政策が比較的穏健に進

められたことによって，戦前の制度が直ちに改め られ

なければならないものと印象づけることがなかった。

しかし，司令部は日銀総裁に金融政策の決定権が集中

していることに批判的であったから，金融制度をアメ

リカの連邦準備制度に模した組織に作り替える方向で

検討を進めていた。それが金融業法案であった。

金融業法案は23年 8月中旬に政府に内示された。法

案にはいくつかの特徴があったが，中心点は通貨信用

政策の所管を大蔵省から離して新しいボード(行政委員

会〉にまかせ，その代表者に閣僚級の者をあてようと

するところにあった。これによって金融政策を官僚行

政と政党政治とから独立させようとしていた。内閣の

方針からも独立して運用される組織となっている急進

的な改革制度であったことから，政府の 3人委員(蔵

相，安本長官，日銀総裁〉 もこの金融業法案には消極的

であ り，法案の協議はなかなか進捗しなかった。協議

がまとまらないうちに内閣が更迭し，さらに ドッジ公

使の来日となって，この問題は一時お預けの形となっ
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たが，これをきっかけと して，戦後の金融制度の検討

は大いに進んだ。このような金融業法案検討の雰囲気

のなかで，司令部の提案によって 9月に金融制度に関

する懇談会が作られ，一般，銀行，信託，無尽，組合

金庫，特殊銀行の 6部会に分かれて制度の検討が進め

られたことに始まる。

通貨信用政策についての司令部の具体案に対して，

ドッジ公使は必ずしも賛成ではなく ，また司令部案に

対する政府の意見に対しでも ， ドッジ公使は同調しな

かったO 政府としては，まず蔵相が司令部案に対して

政党政治の建前から問題があるとしていたが，大蔵省

と日銀との再三の協議で，ボードを行政機関とせずに

種の委員会とする方向で意見がまとまっていた。ま

た大蔵省内での検討において，たとい司令部案に近づ

くとしても，ボードを政策決議機関とはするが，決定

事項を限定しようとする態度であったO これらの意見

を参考に， ドッジ公使の指示によって現在みられる よ

うな日本銀行政策委員会の制度案が決められたが，そ

れは財政措置を決めたときほどにすっきり したもので

はなく，各方面の意見の妥協によった中途半端なもの

で，その組織も日本銀行法をそのままにして，政策委

会をくっつけただけの措置に終わった。金融政策に

ついての基本の制度は，将来の検討を待つ形で，一応

終止符が打たれた。とにかくも， 24年 6月に日本銀行

政策委員会が発足した。

日本銀行政策委員会は，両議院の同意で内閣が任命

する 4人の委員と総裁，政府代表 2人の計7委員で構

成され，通貨信用の調節等の金融政策の作成指示，監

督が任務であった。しかし，その広範な権限にもかか

わらず，それが日銀に属する委員会であるこ とから，

日本銀行法による大蔵大臣の監督，命令から脱しない

ものであった。したがって，この制度の評価は具体的

な運用によって決められるといえるものであった。 そ

のために，金融政策実施にあたっての大蔵省と日銀の

調整は，かえってむずかしいものになった。

2 庶民金融制度の改革

金融政策の基:本についての拙:位はすっきりしないま

まに残されたが，他の分野は一応の成県を主主す方向に

変わった。この中でも庶民金融の問題は金融業法塞が

内示される前から具体的な検討が進んでいた。戦時の

統制会は戦後いち早く解散したが，金融組織も政府設

立の特別の機関もそのままに残されていたので，司令

部は金融機関再建整備のJj向の中で庶民金庫，思給金

庫の廃止の意図を示していた。このような雰囲気のな

かで，庶民金融組織の内部でも体制変更の期待があっ

~~ 
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庶民金庫は庶民金融機関の中央機関であるとともに

独立の機関であったが，庶民金庫としては，この二足

のわらじを整理して，一つの金庫として生き延ひ、たい

との意向をもち，無尽会社や市街地信用組合もそれぞ

れの組織ごとにまとまる意図があった。この双方の意

向調整による具体策が一つの課題であったが，庶民金

庫には戦後に引揚者金融とい う新しい仕事が加わっ て

お り，また同じ特殊金融機関である思給金庫が，恩給証

書を担保に金融をするとし、う特殊性から，そのよ うな

金融に対する司令部の反対があり，恩給法の改正と関

連して，早晩，その清算をしなければならない条件に

あったので，恩給金庫の始末を庶民金庫の体制転換と

結びつける方向で検討が進められていた。

これらの要請は，恩給金庫を庶民金庫に合体し，庶

民金庫から中央機関の機能をはずす方向でまとめられ，

23年のなかごろには，その具体的な組織の検討が進ん

でいたO しかし，この検討の過程で司令部の金融業法

案が示され，それが政府資金と民間資金の分離を一つ

の原理としていたので，新しい機関は全額政府資金に

よる小口事業資金の貸付専門機関となることで，案が

かたまった。

新しい機関は国民金融公庫として，庶民金庫と恩給

金庫の権利義務を継承して24年 6月に発足した。公庫

の名称は，それまでの金庫という名の印象から脱する

新しい組織であることを示すものであった。全額政府
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山rtで民間資金に頼らなして債券発行もしなしつ公llllのj肢

がこれで決まった。また，過渡的措{丘として公ム11職t1

は公務員としての扱いを受けることにな り，それが27

年 5月まで統し、た。公山の設立は，司令部の恩給金品1，

庶民金庫廃止の意向に刈処した出:置で‘はあったが，財

政資金による庶民金融の補充とい うノjfiljが，これによ

って基礎を得た。そして ドッジ ・ラインの経済安定策

の推進に対処して，公庫による中小企業金融拡充の要

請が急速に高まり，戦後の政府金融の発達の一つの形

ができ上がった。

国民金融公庫設置を機会に，庶民金融機関について

の検討が推められ，26年6月には相互銀行法，信用金

庫法があいついで公布，施行されて，無尽会社は相互

銀行に，中小企業協同組合法に基づく信用組合の大部

分は信用金庫にそれぞれ切り替えられた。

3 特殊金融機関の設置

司令部の金融業法案に示された金融制度の全面的改

正の項目の中に，住宅，土地のための特殊銀行を作るこ
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活用についてはきびしかったので.その調整が遅れた。きらに復金への政府出資は，復金が活動を停止してい込まれて，政府の政策として登場することになった。とが示されていた。国民生活はなんとしても食糧の確

すでに預金部資金はかなりの余裕を示していたが，預これは強いデフレ作用をもっていた。また財たので.輸出金庫の当初の構想は，資本金20億円で， 20倍の保に最重点があったが，戦災による住宅の払底は極度

金部による公団金融 (7月以降，農林関係 5公団への融資政収支の過不足の問題とは別に，見返資金等の支出のこれを預金部に引き受けさせようと債券発行を認め，に達していたので，住宅建設には政府の積極的な援助

を実施)，金融僚の引受け，市中預託等が政府から提示おくれが，時期的な収入超過をもたらしたので， 23年したものであったが，司令部は預金部資金の利用に反が必要だろうということから，住宅のための長期低利

され，復金の暫定的活用も提示された。預金部資金の度末の租税徴収強化に続く財政の資金吸収と重なり，
対した。もともと，司令部は輸出金融機関設置には消資金貸出しの機関設定の方向が決まり， 25年 5月に住

活用は少しずつ認められて.12月には市中金融機関へ24年度は当初から資金需給がつまっていた。そのため
極的であり，輸出金融は通常の金融機関にまかせれば宅金融公庫法が公布された。資本金50億円は全額政府

さらに翌25年2月にも行なわの預け入れが行なわれ，に，需給緩和が24年度の金融対策の課題となった。
ょいといってみたり，第2の復金となることをおそれドッジ・ラ6月に公庫は業務を開始したが，出資で，

れたo金融債への資金運用は， 25年末になってようや24年度の金融対策は，ドッジ・ラインの一環として引るといってみたりで，輸出金庫設立を政策のーっとすィγによる経済安定期の停滞状態から，朝鮮動乱によ

く始まった。締政策で始まっている。すなわち， 4月1日に市中金融ることを認めながら，その設立を支持する意図はなく，る経済活況に移る時期にあたったこともあって，国民
日銀の金融調整，政府資金の活用等は金づまり緩和機関の日銀依存を是正するねらいで，従来適用対象に設立を急ぐこともなかった。池田蔵相がド γ ジ公使との所得急増と結びついて住宅建設資金需要は急増し，

公庫の資力では，とうてい，
このような意策としてのねらいが明らかであったが，はなかった貿易手形，スタンプ手形等を担保とする貸直接取引をしなかったら，実現することもなかったとこの需要に応じきれない

図も加味した政策転換がドッジ・ラインのもとで進め付け，手形割引を高率適用の対象に加え，第1次，第2もいえる雰囲気であった。資金については見返資金をほどになった。
ドッジ公使の意図が，政府の援助られた。もともと，次の高率適用の利率を引き上げた。公定歩合は低く据使うことで、同意を得たものの，折衝に時を費して案が日本輸出銀行の開業は26年2月であり，同行の設置

に頼らずに，国民みずからの努力によって経済を再建え置かれて，実際の日銀の金利政策は高率適用によっドッジ公使の 3度目の来日のまとまらず， 25年10月，の法律は25年12月に公布，施行されたO 時期的には朝
する体制を作ることにあったし，政府もその方向に沿ていたから，これは明確な引締措置であった。しかし復

機会にようやく案がまとまり，名称も輸出金庫から日鮮動乱後の経済活況に即した輸出促進策のようにみえ
r
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5
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k
k
t
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った政策を進めることを計画したので，資金面での統金の活動が停止させられていたことと，それにかわる本輸出銀行にかわった。資本金は一般会計と見返資金るが，同行設置はドッジ・ラインの所産である。 23年
制をゆるめることが司令部交渉の一つであった。長期資金供給の基金として期待された見返資金の活動

とから25年度25億円ずつ， 26年度50億円ずつ，計1508月の金融業法案を中心とする金融制度の全面改正問

金融緊急措置令によって22年3月に施行された金融日銀がこの聞のつなぎをすが始まらなかったことで，
億円の出資が決まり， 11月9日に具体的内容が公表さ題が出たときには，まだ輸出銀行構想はなかったDまた

機関資金融通準則の緩和がそれであった。この融資規5月末には緊急設備資金融資に伴る必要に迫られて，
れた。政府は輸入金融も業務の中に加えることを望んこの問題はなかった。金融制度についての懇談会でも，

これによって義別制は産業資金貸出優先順位を定め，6月にはいると復金債の買入れう貸出の要領を定め，
ドッジ公使は承諾しなかった。だが，ドッジの経済安定策は同時に日本経済の国際しかし，

このために，融資，重点融資が行なわれたのであり，をはじめ，さらに緊要産業に対する資金供給のために
経済への復帰策でもあったから，安定経済の確保と発

日銀も高率適用制度中心の政策体制をとったのであっ生命保険会社から国債を買い入れた。国債買入れは7金融措置の推移4 
展には，輸出の増進がなによりの重要課題であった。

たo復金の活動に期待し，傾斜生産を進めて経済復興月下旬に信託銀行からも行なわれ，さらに8月にはい
ドッジ・金融制度の改変，金融機関の整備充実は，単一為替レートが 360円=1ドルと定められたのも，

を図る必要のあった時期の措置としては，それ相当のって銀行，生命保険会社からも行なわれた。復金債の
ライン実施の一環として進められたが，それは従来ほ予算単価を 330円として予算編成をすることが指示さ

意味もあり，産業資金貸出優先順位表も甲のし甲の 2，7月中旬には第2次高率適用買入れは 8月まで続き，
とんど手がつけられていなかったものが，一挙に具体れたことに対比してみるとき，その割安決定は輸出を

乙，丙の 4種に分けられたが，経済安定策を主眼におの利下げをするなど，かなり積極的に需給調整策を進
化したかの印象を与えるほどであった。その経済安定有利にするためであるともいわれていた。

き，園民みずからの再建努力による経済体制を作る方めた。調整策として，特に中小企業金融の疎通のため
策は主として財政措置によって進められたが，それにこのような措置にもかかわらず，列国の対日感情の

向に転じたドッジ・ライ γのもとでは，この融資規制7月には市街地信用組合，無尽会社からの国債買
対応する金融措置も従来になく活発であったO 金融措好転が期待できなかったり，イギリスのポンド切下げ

緩和は当然の方向であった。問題は実施の時期と方法

とであった0 24年1月に産業資金貸出優先順位表と融

入れも行なわれた。

以上のような日銀の金融通迫緩和策の実施にあわせ

てκ政府は6月ごろから，政策体制としての金づまり

置はインフレ抑止策から超均衡財政緩和策に転じたの

であった。

の措置があったりで，輸出は必ずしも望ましい状況ド

にあるとはいえなかったo このような状況下で，輸出

促進のための金融機関措置の構想が具体化し，池田蔵
資準則の改正があって，甲の 1，甲の 2の区分は廃止

ドッジ・プランは，もともと財政収支の均衡を軸と

された。政府の対司令部交渉で丙種に対する規制緩和打開について司令部と突渉を進めた。司令部は日銀政して，経済の安定を図ることをねらったものであって，相がその実現に努めた。蔵相はこの構想を司令部に示
8月15日から実施された。が決まり，策委員会の政策決定で、は寛大であったが，政府資金のしかし，その計画超均衡財政を計画したので、はなし、。さず， 25年春の渡米を機会に，直接ドッジ公使に示し

実施は二重に趨均衡財政として機能したo 財政収支はて，その内諾を得た。蔵相の行動は占領下の政府の措

総合的に均衡するように組まれており，債務償還はそ置としてはゆきすぎであるということで，司令部の反

れだけ市中の民間資金の増大となることが予定されて感を買い，一時は政治的に苦しい立場に立たされたが，

日銀保有国債の償却となる場合もあり，いた。しかし，結局，輸出金庫設立が吉田首相の政見発表の中に盛り
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第 7節 証券市場の再開と証券対策

ドッジ ・ラインは経済の安定とと もに経済の正常化

を進めることをねらって，金融制度についても，できる

だけ政府の統制J， 保護を廃しよ うとしていた。自 由経

済のメカニズムのなかに金融を据えるための一つの措

置が，証券市場の再開であった。証券市場は24年 5月

に再開されたが，取引所は戦前とは様相を一変し，証

券制度は大きく変わった。

終戦を前に， 20年 8月10日に取引所が立会を停止し

たのち，戦後いち早くその再開の動きがあり，大蔵省も

10月再開を目 ざして準備を進めたが，わが国の証券取

引が投機性の強いものであったことで，司令部から再

開が止められ，新しい体制で出発することが課題とな

ったO したがって，新しい制度機構が承認されるまで

は，表向きの立会いは行なわれないことになった。政

府は新しい取引所についての検討研究を始めたが，一

方で証券業者の庖頭における証券の売買は漸次復活 し，

かなり広く行なわれるようになった。

当時の証券取引所は官営であ り，その基礎は昭和18

年の日本証券取引所法によ っていた。したがって，新

しい制度はこの法律の改正から手をつけなければなら

なかった。政府の息のかかった取引所を，投機性の少

ない民主的な性格のものに改めるための検討が進めら

れて， 22年 3月に証券取引法が公布された。これがし、

わゆる旧法であるが，旧法は大蔵省と司令部の折衝に

よってまとめられたものであって，その中の証券取引

委員会に関する規定だけが施行された。この委員会は

行政機関ではなく ，諮問機関であったO 旧法による施

行規則を作る段階で司令部の担当官が交替し，新任者

が旧法に不満を示 したことで，法律の全面改正の必要

が生じた。

占領行政においてしばしばみられたことであるが，

民主化とい うことがアメリカの制度を取り 入れること
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と解され，わが国の慣行3実状もそれを非民主的として

考慮 しないことがあった。旧法の改正は，結果におい

てアメリカの証券取引に関する法令をそのまま採用す

るようなかっこうになったO 法令改正の内容には，他

の経済関係法令の体制やJ慣習に反するもの もあったが，

新しい制度を作ると きには避けられない事態と解して，

証券民主化の基本理念を明らかにすることを重視して，

新法がまとめられた。民主化の基本点は，投資者の保

護，現物取引中心主義，証券業者の登録制， 銀行の証

券引受禁止等に示された。

このうち，投資者保護の理念、は，企業財 務 の公開

(ディスク ロージャ ー)制度と ，これによ って公開される

財務内容の真実性を確保するための職業会計人によ る

監査制度の採用という形で具体化された。職業会計人

の制度としては，すでに昭和2年に創設された計理士

制度(昭和17年商工省から移管)があったが，証券取引

法の要請にこたえるには，資格要件等からみて十分な

ものではないと考えられ， 23年 7月，計理士に代わる ，

より 高度の職業会計人制度として，新たに公認会計士

法が制度化され，同年 8月から施行された。

新法は23年 4月に公布，一部を除いて 5月に施行さ

れた。新法の証券取引委員会は諮問機関ではなく ，行

東京証券取引所の立会い

政機関であって，大蔵大臣の所轄に属する独立の機関

であった。取引所についての制度的な条件は，この新

法によってでき上がったわけで・あるが，取引所再開に

ついては，なお問題が残されていた。

一方，経済の復興に応じて証券の取引 も漸次増大し

ていたので，これを秩序づけるためにも，取引所の再

開は必要になっていたO 証券取引法(旧法〉の施行と関

連 して，22年10月， 次いで23年 4月， さらに同年8月と，

大蔵省あるいは証券取引委員会から取引所再開の要請

が出された。 23年 8月の要請は，取引所監督に関する

証券取引委員会の諸規則の制定と， 証券取引法に基づ

く会員組織の取引所の定款等，諸規則草案の完成とを

機に行なわれたものであった口

24年にはし、ると，取引所再開の条件が整った。司令

部は取引所設置の準備段階が終わったことを認め， 次

いで20年 9月の取引所再開停止覚書撤回の用意ありと

の覚書が出て， 5月に東京，大阪，名古屋 3取引所の
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再開の許可が出た。これによ って ，戦後4年近いブラ

ンク がようやく埼め られることになった。この再開に

あたって，司令部はいわゆる市場 3原則を示した。m

引は成立順に記録すること， 上場証券の場外取引を行

なわないこと，先物取引を行なわないこと，の 3点で，

これを守らないときは再開は計二されないと瞥特した。

設資者の保護が再開の証券市場についての法本原日IJ

であって，それはiiiE券民主化，証券大衆化とも結びつ

くものであったが，そのよ うな方向の是非はとにかく ，

大衆化への条件はかな りの程度に恵まれていた。 戦後

間もない時期に財閥解体が実施され，その所有証券が

斑券処理調整協議会によって一般に広く売 りさばかれ

ていた。との ような株式の分散は，閉鎖機関保有の証

券の売りさばき，特別経理会社指定の会社の幣理によ

る株式の分散，独占禁止法による他の会社の株式保有

11;IJ限等によ って も進められていたので，これらは再開

市場の発展にと っては好条件であった。


